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特
集

２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度１５年度区　　　　　分

４９．３億円４９．２億円４９．２億円５０．９億円４９．９億円５０．５億円市 税一

般

財

源

　

歳　

　

　

　

入　

５１．７億円５１．５億円５１．１億円５０．５億円５１．６億円５２．２億円地 方 交 付 税

９．５億円９．５億円９．５億円９．５億円９．５億円９．７億円譲与税・交付金

１１０．５億円１１０．２億円１０９．８億円１１０．９億円１１１．０億円１１２．４億円　小　　　計　

４３．８億円４６．０億円４４．３億円３９．７億円５６．４億円５４．０億円国 ・ 道 支 出 金

１７．３億円１９．４億円１８．８億円２０．１億円２４．８億円４６．５億円市 債

３３．３億円３２．０億円３１．７億円３０．３億円３１．１億円３９．９億円そ の 他

２０４．９億円２０７．６億円２０４．６億円２０１．０億円２２３．３億円２５２．８億円計

《歳入》 《歳出》

◎譲与税（地方譲与税）
　　自動車重量税や揮発油税（ガソリンなどにかかる税）は、
　本来、地方税として徴収すべき税ですが、国が代わりにこ
　れらの税を徴収し、その税金を面積や道路面積などに応じ
　て都道府県や市町村に配分しています。

◎交付金
　　自動車を取得したときにかかる自動車取得税や地方消費
　税など、国や都道府県が集めた税金の一部を市町村に交付
　するもの。

◎国・道支出金
　　国や道が奨励する事業や共同の責任で行う事業などにつ
　いて、負担割合に応じ、国や道が交付するもの。

◎義務的経費
　　義務的経費は、市が支出を義務づけられている経費のこ
　とで、人件費や扶助費、公債費があります。

◎投資的経費
　　投資的経費は、道路や公園などの整備を行う普通建設事
　業費や災害復旧事業費などがあります。

◎人件費
　　市職員の給料や手当、議員や各種委員の報酬など。

◎扶助費
　　児童手当や児童扶養手当、医療費助成、生活保護費など、
　社会保障制度の根幹を成す経費。

４８．９億円４７．３億円４６．０億円４５．１億円４６．０億円４７．４億円人 件 費義

務

的

経

費

　

歳　

　

　

出　

８．４億円６．０億円４．５億円３．５億円４．１億円４．６億円（うち退職手当）

３６．７億円３６．３億円３５．８億円３５．４億円３５．０億円３４．８億円扶 助 費

３４．３億円３３．８億円３１．１億円３０．３億円２９．５億円２８．８億円公 債 費

１１９．９億円１１７．４億円１１２．９億円１１０．８億円１１０．５億円１１１．０億円　小　　　計　

１９．９億円２５．０億円２２．６億円２０．０億円４３．３億円６５．９億円投 資 的 経 費

７８．２億円７７．３億円７７．６億円７６．０億円７５．２億円７５．９億円そ の 他 の 経 費

２１８．０億円２１９．７億円２１３．１億円２０６．８億円２２９．０億円２５２．８億円計

１３．１億円１２．１億円８．５億円５．８億円５．７億円０円差 引 財 源 不 足 額

４５．２億円３２．１億円２０．０億円１１．５億円５．７億円０円財 源 不 足 額 の 累 計

３５．０億円２１．８億円９．７億円１．３億円０円０円
基 金 等 充 当 後 の
財 源 不 足 額 の 累 計

【表５】中期財政見通し（平成１６～２０年度）    

※各項目で四捨五入を行っているため、合計額が合致しないことがあります。


